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   : 1:2,500 地形図作成範囲（500km2） 
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ANAC Autorité Nationale de l’Aviation Civile 国立民間航空機関 
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Architecture et Urbaniste Directueur de 

L’urbanisme 
都市計画部と建設部 

BNETD  
Bureau National d’Etudes Techniques et de 

Développement 
国家技術研究開発局 

CCT 
le Centre de Cartographie et de 

Télédétection 
地形図リモートセンシングセンター 
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Comité National de Télédétection et 

d’Information Geogrophique 

リモートセンシングと地理情報国家

協議会 
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DMN Direction de la Météorologie Nationale 国立気象局 

DSM Digital Surface Model 数値表層モデル 

DTC 
Direction de la Topographie et de la 

Cartgraphie 
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DTM Digital Terrain Model 数値地形モデル 

ECOWAS 
The Economic Community Of West African 

States 
西アフリカ諸国経済共同体 

ESA European Space Agency 欧州宇宙機関 

GCP Ground Control Point （航空写真測量に使用する）標定点 

GIS Geographic Information System 地理情報システム 

GNSS/IMU 
Global Navigation Satellite System/ Inertial 

Measuring Unit 

全地球航法衛星システム/慣性計測装

置 

GPS Global Positioning System 全地球測位システム 

IGCI l’Institut Géographique de Côte d’Ivoire コートジボワール地理院 

IGN l’Institut Géographique National 国立地理院 

IGS International GNSS Service 国際GNSSサービス 
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MCLAU 
Ministère Construction du Logement de 

l’Assainissment de l’Urbanisme 
建設住宅衛生都市計画省 

NASA 
National Aeronautics and Space 

Administration 
米国航空宇宙局 

NRGAE 
Nouveau Reseau Géodesique d’Abidjan et 

ses Environs 

アビジャン市及びその周辺部の新測

地網 

POS/IMU 
Position and Orientation System /Inertial 

Measuring Unit 
位置標定システム/慣性計測装置 

RC10  

航空写真測量専用のアナログ航空カ

メラの機種名（撮影フィルムを装填し
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Service Opeartions Techniques du Foncier 
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農村土地登記課 
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Service Redaction Cartographique et 

Produits Dérivés 
地図編纂・作成課 

STDA 
Service Traitment des Donnees 

Aerospatiales 
航空宇宙空間データ処理課 
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Sociéte déxploitation et de développement 

aéroportuaire, aéronautique et 

météorologique 

空港・航空気象開発会社 
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Union Economique et Monétaire 

Ouest-Africaine 
西アフリカ経済通貨同盟 

UTM 30N Universal Transverse Mercator 30 North 横メルカトール投影 30ゾーン北 

UN United Nations 国際連合 

  



 

 

WGS84 World Geodetic System 1984 

米国が規定したGPSの基準座標系。世

界測地系として同様に、International 

Terrestrial Reference Frame ITRF 94

（ ITRF 2400）（GRS80）とGeodetic 

Reference System（GRS80）楕円体が

ある。WGS84の準拠楕円体の意味も

ある。  
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第１章 詳細計画策定調査の概要 
 

１－１ 要請の背景及び詳細計画策定調査の目的 

コートジボワール共和国（以下、「コートジボワール」と記す）の首都・アビジャン〔中心部

（約 500km2）及び周辺部（約 250km2）から構成されるアビジャン圏〕は、2002 年のクーデター

に端を発する 10 年間の内戦の間に地方からの移住が進み、人口が倍増（推定：360 万人→約 700

万人）したと推定されている。この急増した人口のニーズに対し、現在の都市インフラ機能は不

十分であり、精度の高いデータに基づいた都市計画の策定とそれに基づく都市インフラの整備が

喫緊の課題となっている。 

しかしながら、これら都市インフラの整備に欠かすことのできない基礎情報のひとつである中

縮尺の地形図については、長引く内戦の影響や財政難等の理由により 1985 年にフランス国土地

理院（l’Institut Géographique National：IGN）が作成して以来、更新されていない。 

また、コートジボワールで地形図の作成を担う国家技術研究開発局（Bureau National d’Etudes 

Techniques et de Développement：BNETD）・地形図リモートセンシングセンター（le Centre de 

Cartographie et de Télédétection：CCT）は内戦の影響で地形図作成に必要となる機材やデータの損

失、さらには人材の流出という問題も抱えており、組織の能力強化も大きな課題となっている。

上述のような状況を受けて、都市インフラの整備の基礎情報となる 1：2,500 のデジタル地形図、

1：5,000 のオルソフォトマップ、及び地理情報システム・データベースの作成、並びに、国家技

術研究開発局・地形図リモートセンシングセンターの職員の能力強化・機能改善に係る技術協力

をわが国に要請した。 

本調査は、要請された標記案件に対し、現地調査及びコートジボワール側との協議を通して要

請内容及び妥当性を確認し、わが国による協力の可能性を検討する。 

 

１－２ 調査団構成及び調査行程 

調査団構成及び調査行程は、表１－１のとおり。 
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団長 調査企画 精度管理 デジタル地形図作成/GIS計画 機材/技術移転計画 通訳

JICA
経済基盤開発部

JICA
経済基盤開発部

国土地理院
地理地殻活動研究セン

ター
アジア航測（株） アジア航測（株） JICE

参事役 職員 主任研究官

垣下　禎裕 福原　さおり 乙井　康成 志水　信雄 冨村　俊介 森田　俊之

1 2013/5/28 火

3 2013/5/30 木

4 2013/5/31 金

5 2013/6/1 土

6 2013/6/2 日

8 2013/6/4 火

11：00　ミニッツ協議
9：00　ミニッツ協議

15：00　現地調査 15：00　現地調査 15：00 現地調査
12 2013/6/8 土

13 2013/6/9 日

2013/6/11 火
2013/6/12 水

No. Date

2 2013/5/29 水

9：00 JICA事務所ミーティング（安全ブリーフ・打合せ）
11：00 ＢＮＥＴＤ表敬訪問
午後　ＣＣＴとの協議

00：40　羽田　→　06：20　パリ
13：50　パリ　→　18：00　アビジャン着

ＣＣＴとの協議
ＣＣＴとの協議
現地調査

9：00 経済財務省土地台帳局
11：00 建設住宅衛生都市計画省都市計画局

書類整理

14：30 建設住宅衛生都市計画省地図局
16：00 アビジャン自治区技術総局

ＣＣＴとの協議/現地調査
19：30　団内打ち合わせ

00：40　羽田　→
06：20　パリ
13：50　パリ　→
18：00　アビジャン着
19：30　団内打合せ00：40　羽田　→　06：20　パリ

13：50　パリ　→　18：00　アビジャン着
19：30　団内打ち合わせ

10 2013/6/6 木
11：00　ミニッツ協議 ＣＣＴとの協議
9：00 JICAJICA事務所ミーティング（安全ブリーフ・打合せ） 9：00　団内打ち合わせ

9：00　ミニッツ協議 ＣＣＴとの協議

現地調査
書類整理

7 2013/6/3 月

11 2013/6/7 金

9 2013/6/5 水

9：00　ＪＩＣＡ事務所（団内協議）

11：00　ＢＮＥＴＤ表敬訪問
13：00　ＣＣＴとの協議

15：00　現地調査

14 2013/6/10 月 14：00　大使館報告
15：00　事務所報告

22：20　アビジャン　→　06：30　パリ
11：30　パリ　→　06：30　羽田

14：00　書類整理

9：00現地調査
11：00　署名式

表１－１ 調査団構成及び調査行程 
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１－３ 団長所感 

（1）プロジェクトの意義 

長期にわたる混乱が収束し、現在アビジャン都市圏は都市規模の拡大圧力とこれに伴う都

市問題に直面している。こうした課題に対処するため、行政能力の強化、インフラの整備な

どが急がれることから、基盤となる最新の地形図の整備は急務である。 

これに対して、コートジボワールの地図行政を担う機関である国家技術研究開発局・地形

図リモートセンシングセンター（BNETD/CCT）は地図作成、管理、発行等の業務を実施し

ており、地図行政を担う機関として最低限の能力は有していると認められる。地形図作成作

業等の技術移転を進めることによって、地図行政能力のステップアップが期待されることか

ら、本プロジェクトの実施意義は高いものと思料する。 

また、CCT は近隣諸国からも地図作成業務を請け負っていることから、西アフリカ地域の

地図行政に対しても一定の影響力が考えられ、将来的には広く同地域への裨益の拡大も期待

できる可能性がある。 

 

（2）プロジェクト内容について 

今回の協議を通じて、先方（CCT）からは、地形図作成及びこれに伴う技術移転に加え、

測地インフラ〔先方は主として全地球測位システム（Global Positioning System：GPS）によ

る連続観測を行う基準点を指している〕の整備（機材供与）が要請内容であることが表明さ

れ、技術協力の範疇を逸脱する部分があることが判明した。また、そもそも経緯度情報、標

高情報といった基礎的な地理情報が必ずしも適切に管理できていないこと、また GPS によっ

て連続観測を行うことの目的、意義を理解していないことなど、地図行政に係る基礎的な技

術的能力が必ずしも備わっていないことも、協議の過程を通じて明らかとなった。 

このため、機材部分（基準点）については、関連する技術的水準が伴っておらず、現時点

では適切かつ効果的な利活用が期待できないことから、本プロジェクトとしては、地形図作

成及びこれに伴う技術移転に限定し先方と合意した。 

 

（3）基礎的な技術的能力の向上の必要性 

本プロジェクトの実施効果を増補する観点はもちろんのこと、急速に技術の高度化が進む

技術地理空間情報分野に係るわが国知見、システムの導入可能性の視点からも、CCT は地図

行政を支える基礎的な技術的能力を総合的に底上げする必要があり、技術移転の一環として

別途本邦研修への参加が効果的と考えられる。このため、本プロジェクトと並行しながら

CCT 職員を課題別研修「国家測量計画」に派遣、受講させることが望ましいと思料する。 

なお、先方からは研修参加について強い意欲と期待が表明されている。他方、研修への参

加にあたってはコートジボワール政府内部での調整が不可欠であるところ、この点 CCT 側

にも周知したものの、要すれば日本側からも必要な支援を行うことが望ましいと思料する。 

 

（4）技術協力の目的、意義の共有 

協議を通じて、技術協力スキームについては CCT 側の一定の理解は形成されているもの

と考える。しかし、CCT 側には、機材を入手できないことと、技術的能力の不足とを同一視

する傾向も否定できないことから、技術移転に係る活動をより一層効果的なものとするため
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にも、プロジェクトの実施段階において、技術協力の目的、意義について十分理解が深まる

ような取り組みにも留意することが望ましい。 

 

１－４ 精度管理団員所感 

（1）CCT による測地基準点網整備及び管理状況 

1）三角点 

フランス領時代に整備された三角点は、クラーク 1884 に基づいているが原点は国ごと

に設けられており、また適切な網が構築されていないことから、地域間の一貫性や精度が

十分ではない。このため CCT は国際的な GPS 基準点網（ITRF96）に結びついた基準点網

を世界測地系（World Geodetic System 1984：WGS84）に基づき新規に整備しようとしてい

る。 

 

2）水準点 

フランス領時代にアビジャン港の水位に基づき水準路線が整備されたものの、現在では

半数の水準点が亡失している。アビジャン港では港湾管理部局が現在も潮位観測を行って

いるが、CCT はこれに基づき水準点成果（標高値）を更新する必要性を認めておらず、一

度得られた成果（標高値）は変わらないものとして測量の基準に使用し続けている。 

 

（2）GPS 連続観測点整備計画 

CCT はアビジャンに 5 点の GPS 連続観測点を整備する計画を有している。現在 1 点の整

備が完了しており、残り 4 点については GPS アンテナを設置する基台のみ整備された状況に

ある。CCT はこの 4 点に設置する GPS アンテナ及び受信機の供与を要望している。GPS 連

続観測点の設置目的は、日本のように地殻変動や地盤沈下を監視し基準点位置に一定量以上

の変化があったときに速やかに座標値を更新することではなく、アビジャンにおける測量が

より簡便に行うことができるよう支援することにある。日本においても GPS 連続観測点（電

子基準点）の観測データは同様の測量支援に利用されているが、支援サービスは国土地理院

ではなく民間会社が有料で行っている。 

 

（3）測地基準点網整備に関する要請に対する対応 

GPS 連続観測点設置のためのアンテナ及び受信機等の提供は技術協力になじまないこと

から、今回は開発調査の対象に測地基準点網整備を含めないこととした。CCT は GPS 連続

観測点設置のためのアンテナ及び受信機等の提供について無償資金協力で再度要請する方

針のようである。 

地殻変動や地盤沈下を監視する目的でなければ GPS を固定して連続観測する必要はなく、

測量を簡便に行えるよう支援することが目的であるのならば、測量が多数行われるプロジェ

クトの実施地域に設置し、プロジェクトの実施期間の完了とともに他の地域に移転できるよ

う着脱式等を検討した方が効率的と考える。 

一方、地殻変動の可能性の少ない地域であるとはいえ、CCT は基準点維持管理の必要性に

関する認識が十分とはいえず、研修等によりその重要性を理解してもらうことがまず必要と

考える。 
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測量の効率化も重要ではあるが、地域開発や徴税のための測量が多数行われようとしてい

る地域において必要な精度が担保されなければ、基準点としての役割が果たせないだけでは

なく、トラブルの原因となるおそれもあると考える。 
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図２－１ アビジャン圏電子基準点

設置計画 

第２章 地形図及び GIS に関連する事業の概況 
 

２－１ コートジボワールの地形図・地理情報分野に関する国際協力の動向 

コートジボワールは現在復興の段階に入っているが、1999 年の軍事クーデター以来 10 年を超

える内戦さらに政治的な不安定に伴う激動の時代であったため、これまで地形図・地理情報分野

で二国間の技術協力案件はカナダ以外にほとんどない。しかしながら、多国間協力として表２－

１に示した人材育成の能力強化に寄与する国際協力プログラムには国として参加している。 

 

表２－１ 地理情報分野に関する国際協力の動向 

プロジェクト/プログラム名 開始時期・状況 ドナー 

コミュニティ範囲・空間を解析するための地域

センタープログラム 
2009 年～ 実施中 

西アフリカ経済通貨同

盟（UEMOA）委員会 

早期警戒プログラム〔西アフリカ諸国経済共同

体（ECOWAS）地理空間データインフラ〕 
2009 年～ 実施中 ECOWAS 委員会 

地球観測支援活動 

（セネガル、ガーナ、コンゴ、モザンビーク）
2008 年～ 実施中 欧州委員会 

地球地図プログラム 2007 年～ 実施中 
地球地図国際運営委員

会、日本国土地理院 

GPS 固定点のグローバルネットワークプログ

ラム 

1998 年～ 

モニタリング中 

米 国 航 空 宇 宙 局

（NASA）、IGS 

グローバルな地理空間情報管理プロジェクト 2011 年～ 実施中 

大韓民国、国際連合

（UN）（安全保障委員

会、統計局、広報セン

ター、アフリカ経済委

員会） 

国境プログラム 2007 年～ 実施中 アフリカ連合 

3 国領海画定プログラム 1998 年～ 実施中 

コートジボワール・ガ

ーナ・リベリア国境画

定委員会 

 

上記以外のものとして、現在ヤムスクロにある電子基

準点（Permanent Station）と同様の電子基準点をアビジャ

ン自治区内に設置すべく、欧州宇宙機関（European Space 

Agency：ESA）の支援を受け、ココディ大学との共同で 1

点を設置する予定である。さらに、自治区全体をカバー

する目的で 10km程度の間隔で 4点の電子基準点の設置も

計画されており、実現に向け資金調達を模索中である。 
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２－２ カウンターパート機関の組織体制と人員 

２－２－１ 地形図リモートセンシングセンター（le Centre de Cartographie et de Télédétection：

CCT）の沿革 

かつて宗主国であったフランス共和国（以下、「フランス」と記す）は、1950 年ごろからフ

ランスの測量機関であるフランス国立地理院（l’Institut Géographique National：IGN）をフラン

ス統治下の測量実施機関として任命し、測量業務を開始した。これは植民地全体の測地網整備

のため、コートジボワールのみならず旧フランス領西アフリカ諸国の各地に拠点（測量原点）

を設置し、それらを各地の測量基準として天文観測による測地網が整備された。コートジボワ

ールでは中央部のブアケに設置され、そこを基点に測地網が整備された。なお、水準原点は、

当初ダカール港の平均海水面を基準としていたが、のちにアビジャン港の平均海水面に変更さ

れた。 

1960 年 8 月の独立後、コートジボワールは他の西アフリカ諸国と同様、1963 年にコートジ

ボワール地理院（l’Institut Géographique de Côte d’Ivoire：IGCI）を設置し、測量・地形図の行政

機関として位置づけた。その後 1971 年の法令 71-330 並びに 1985 年の法令 85-352 の施行に基

づき、国土の地理情報や地形図の整備、IGN の役割の継承等が明示され、測地網の整備、航空

写真撮影及び詳細な測量や各種地形図の更新が任務として与えられた。 

1992 年に行政機関の組織改組が行われ、IGCI と公共事業省大規模工事監督局（la Direction et 

Contrôle des Grands Travaux：DCGTx）との吸収合併に関する法令 92-86 に基づき、大統領府に

新設された国家技術調査開発局（Bureau National d’Etudes Techniques et de Développement：

BNETD）の 1 部門として CCT が設立され、国土の地理情報（地形図や航空写真）の一括管理

並びに地形図作成に関する調査、監督、技術指導における唯一の国家機関として活動している。 

 

２－２－２ CCT の組織体制と各部門の現状 

CCT は、BNETD に属する部局である。BNETD は、CCT のほか、農業・農地、都市管理・

地域開発、公共施設・建設、環境、経済・金融政策、エネルギー、運輸インフラ、IT 技術等の

9 分野の技術部局と管理部局を有する大統領府下の独立行政法人であり、技術サービスによる

営利目的の活動が法的に認められた組織である。CCT はその 1 専門領域である国土の測地・地

形図作成の調査・監督・指導、既存の国土空間情報の管理並びにリモートセンシングを主管し、

コートジボワール全土にわたるさまざまな地形図や主題図を作成し、同国内外の政府機関や一

般ユーザーに技術サービスを提供することを使命としている。 

CCT の組織構成を示したものが図２－２である。CCT には 80 名が在籍しており、所長、所

長代理の下の 9 つの技術サービスユニットで構成されている。CCT は、おおまかに以下の 3 つ

のグループに大別することができる。 
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図２－２ CCT の組織図 

 

（1）従来の役割を担うサービスユニット〈図２－２の青色表現〉 

測量や地形データの取得を行う地形データ収集課（Service Collecte des Données de 

Terrain：SCDT）、航空写真測量や衛星画像処理による空間解析を行う航空宇宙空間データ

処理課（Service Traitement des Données Aérospatiales：STDA）や農村地域の土地登記を行う

農村土地登記課（Service Opérations Techniques du Foncier Rural：SOTFR）がある。 

地形データ収集課（SCDT）は、コートジボワールで唯一コートジボワー測地網（Réseau 

Géodésiques de Côte-d'Ivoire：RGCI）を公的に整備できる部門であり、航空写真撮影の実施

並びに国家測地・水準点網の確立・維持管理、国境線・境界等の測量調査並びに航空写真

撮影計画、撮影許可などを 15 名の技官で担当し、5 名のエンジニアと 1 名のパイロットが

指導的な役割を担っている。 

しかしながら、現在、都市開発、土地の近代化作業の活発化に伴う測量ニーズが増大す

る一方、資金不足、機材不足のため GPS 等測量機材をレンタルしながら活動していること

が実情である。 

航空宇宙空間データ処理課（STDA）は、空中写真測量と衛星画像処理を主業務として、

いわゆる図化工程を担当している。STDA は旧来のアナログ図化の技術と理論に基づき、

部分的なデジタル解析・図化作業を行っていた。しかしながら、2011 年の騒擾のなかです

 
本部（DCCT） 

所長 

地形データ収集課 (SCDT) 

航空宇宙空間データ処理課 (STDA) 

農村土地登記課 (SOTFR) 

マーケティングとプロジェクト管理課 (SACM-GP) 

情報・データベース課 (SIBD) 

地図編纂・作成課 (SRCPD) 

財務・総務課 (SAFC) 

GIS と地理情報課 (SASIG) 

情報管理と地理情報技術課(SMIT) 

所長代理 
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べての機材が盗難にあい、三次元計測ができない状況である。現在は、12 名在籍しており、

5 名の上級技術者の指導の下、自己資金で一部設備を整備し、衛星画像を用いた既存地形

図の平面の経年変化の更新のみ行っている。 

農村土地登記課（SOTFR）は、農村部の土地の近代化を促進すべく経済財務省並びに農

業省と協力し、3 等基準点を用いた地籍測量の実施、合意文書や区画図の作成など技術サ

ービスを 8 名の技官で行っている部門である。実際には、経済財務省法令 98-750 に基づく

農村用地の区画測量並びに権利書の発行及び土地登記法に基づく登記の認定支援を目的

にしている。農村地域の土地登記はコートジボワール以外の西アフリカ諸国でも実施され

ておらず、これまで蓄積した技術と知見を西アフリカ諸国でも応用する方法を模索してい

る。 

 

（2）既存地理情報データの更新や管理、販売を担うサービスユニット（図２－２のオレンジ

表現） 

マーケティングとプロジェクト管理課（Service Actions Commerciales, Marketing et 

Gestion des Projets：SACM-GP）、既存データの管理と納品を行う情報・データベース課

（Service Informatique et Bases de Données：SIBD）、既存地形データに基づく主題図の作成

を行う地図編纂・作成課（Service Rédaction Cartographique et Produits Dérivés：SRCPD）そ

して、CCT 全般管理を行う財務･総務課（Service Administration, Finances et Comptabilité：

SAFC）がある。 

マーケティングとプロジェクト管理課（SACM-GP）は、CCT のなかで唯一技術部門で

はなく、CCT の製品や技術サービスに対する広告・販売、プロジェクト・マネジメントを

主目的とした部門である。現在 10 名在籍しており、独立採算制を打ち出している BNETD

のなかで、CCT が提供できるサービスに付加価値を付けて販売することを目的に活動して

いる。 

情報・データベース課（SIBD）は、4 名の技官の下、情報とデータベースを管理する部

門である。SIBD では既存データ、写真等のアーカイブのデジタル化、成果品の作成、出

力など CCT が有するすべてのデジタルデータを一元管理している。また、CCT の保有機

材をデータベース化し維持管理も行っている。しかしながら、予算の関係上 1 台のプロッ

タとスキャナーで内部作業と販売の両方を行っており、販売に遅延が生じていることが懸

念されている。 

地図編纂・作成課（SRCPD）は、基本的に縮尺 1：5 万の基本図データを用いた小縮尺

の地形図編纂や主題図作成、他部門で新たに得られたデータを用いた地形図の編集作業を

9 名の技官で担っている。近年は、顧客のニーズに沿った道路図やガイドマップ等の主題

図作成を行っている。しかしながら、近年多様化・大容量化する顧客ニーズへの対応につ

いて、設備や技術のキャパシティの限界もあり、このままではデジタル編集技術で対応す

ることが困難になっている。 

財務・総務課（SAFC）は、CCT の管理全般を担っており、現在 9 名在籍している。BNETD

から独立した総務・財務・経理経営を行い、CCT の年次予算計画を立案する。無税措置等

の各種手続きは BNETD の総務総局と協力し SAFC が担当する。 
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（3）近年増設されたサービスユニット（図２－２の紫表現） 

GIS のシステム開発やイノベーションを行う GIS 応用と地理情報課（Service Applications 

SIG et Innovations Géomatiques：SASIG）と、大縮尺地形図に対応するための GPS 時代の測

地網の開発・管理を行う情報管理と地理空間技術課（Service Management des Informations et 

Technologies géospatiales：SMIT）がある。 

GIS 応用と地理情報課（SASIG）は、CCT のなかで一番新しく、現在 GIS 技術者、シス

テム開発技術者及び SIBD との兼務者の 3 名が在籍している。GIS に関して、これまでは

リモートセンシング業務の一部として細々と行っており、外部リソースに依存していた。

そのため技術の集積が CCT になかったことから、地理情報分野におけるコンピュータ技

術のイノベーションに対応すべく GISのシステム構築とアプリケーションの開発を目的に

組織化された。 

情報管理と地理空間技術課（SMIT）は、SASIG の次に新しい部門であり、地図の製品

化における技術コンサルティングや利活用促進の観点から国内外との横断的なネットワ

ーク構築を目的として組織化された。現在は 2 名在籍しており、主業務として、ヤムスク

ロの電子基準点の管理を担当している。 

 

２－２－３ CCT の課題 

上述した各部門の現状を踏まえて、CCT の問題点と課題をまとめた。 

    

・ CCT は、西アフリカ諸国で最も進んだ技術力を有する測量機関であったが、いわゆる失

われた 10 年の結果、技術力・機材の更新は政府の財政不足に起因し停滞したままであ

った。さらに、2011 年の騒擾により機材は略奪、破壊され、調査や作業実施に必要なも

のをすべて失った。こうしたなか、従来の活動を継続するため、CCT は政府に働きかけ

予算要求を行っているが、BNETD の各部門でも同様の状況であり予算配分の制約から

必要最低限の機材を整備したにすぎず、顧客ニーズに対応するためには測地関連機材、

マッピング関連機材並びに販売関連機材ともにハードの基盤が脆弱なままである。 

・ CCT の現在の職員数は 80 名（エンジニア 26 名、テクニシャン 40 名、事務 14 名）であ

るが、最盛期の半数となっている。内戦の影響により技術者の育成ができなかったため、

熟練した技術者の大量退職以降は経験の少ない技術者が主流となっている。理論と経験

に裏打ちされた実践的な技術や人材に関するソフト面についてもその基盤は脆弱であ

る。 

・ コートジボワール国内で、各開発アクターが採用する測地系を 2 種類（CLARKE1880 と

WGS84）採用してきたことの混乱を避けるため、2012 年に GPS への対応から測量基準

を WGS84 に統一することを決定した。そのため、WGS84 に則った測地網の整備の必要

性から CCT は 1～2 等基準点の整備並びにアビジャン首都圏内に電子基準点の整備を検

討しているが、それ以上に水準網の整備が停滞している。3 等基準点は埋石等の整備は

完了しているが、一部の点に高さが取り付けられているにすぎない。そこで、亡失を含

め水準網の検査並びにリハビリが求められる。 

・ CCT はコートジボワールにおける唯一の地形図作成及び測量等に係る行政機関であるが、

地形図作成に係る作業規程、図式規定、工程管理、精度管理、品質管理について標準化
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された文書が整備されていない。特に地形図作成に関しては、CCT 各部門のアナログ時

代から培ってきた経験に基づく上級技術者の個々の裁量で管理されているに過ぎない

のが現状である。そのため、定量的かつ標準化された基準に基づく規定や管理方法につ

いて文書化整備することが喫緊の課題である。 

・ CCT は、測地関係では、GPS 時代への対応から測量基準を CLARKE1880 から WGS84

へ、保有地形図の編纂作業や販売に関してはアナログデータからデジタルデータへの転

換を図っており、各部門でもこの移行作業の本質的な理論については理解がある。その

一方、この移行に関する実務作業において、各部門間で技術的な整合性が取れていない

ため最終的なアーカイブデータに精度の問題（座標系の不一致、縮尺、データ構造の不

統一と無理解、強引な編纂等）が発生している。これはコンピュータやソフトウェアに

盲目的に依存したデジタル作業の弊害であり、適切な実務作業のプロセスや品質管理に

関する能力向上が求められる。 

・ CCT は、大縮尺の地形図作成の更新作業については経験を有しているが、大規模面積の

新規作成や国内ニーズが高い縮尺 1：2,500 レベルの地形図作成については経験を有して

いない。そのため、利活用の促進やユーザーである国内関連機関との調整を図るうえで

も、図式等の仕様、整備進捗並びに成果に関する情報発信と議論の場として、国内の大

縮尺地形図のユーザーである国内関係機関との調整会議等の設立が重要である。 

 

２－３ 財政・予算 

２－３－１ CCT の財政収支 

CCT は、基本的に自立予算（他省庁からの委託業務、地形図等の販売による収入）で年次予

算計画を BNETD に提出し、最終的には BNETD 全体で調整後全体の年次予算が決定される。

年度予算の決算時に収支がマイナスとなった場合、BNEDT 全体で調整され負債部分が補填さ

れるが、一方黒字化されると同様の調整により BNETD の他部門の負債に投入される。 

図２－３は、過去 5 年間の CCT の収支の推移を示したものである。これまで歳入は逓減傾

向を示し、さらに 2011 年に発生した騒擾により CCT の資機材の盗難破壊による損失を計上し

た。しかしその後 2012 年は、歳出に関しては一概に比較することはできないが収支バランス

が逆転した。給与等の人件費の削減、それに伴う各種労働社会保険料の控除により支出額が激

減する一方、国内公共事業市場の活性化により技術サービスの需要が増大し、収支が大幅に改

善したものと推察される。 
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図２－３ 2008 年から 2012 年までの財政収支の推移 

 

２－３－２ CCT の地形図の販売状況 

（1）地形図並びに地形図データの販売価格 

CCT の主要な財源のひとつに地形図や主題図の販売がある。SACM-CP が販売を主管し、

製品作成費に 20～30％相当の粗利益分を含めて、500CFA（A4 サイズの道路地図）から 3,600

万 F CFA（コートジボワールデータベース）まで幅広い製品の価格設定を行っている。表

２－２は、CCT が設定した主要製品の一般価格について示したものである。 

 

表２－２ 主要製品の価格表 

地形図タイプ 縮尺 アナログ（F CFA） デジタル（F CFA）

地形図 1：5,000 8,500（A1/A0） 92,000（shape） 

地形図 1：50,000 
新規出力：8,500（A1/A0） 

在庫：3,500（A1/A0） 
30,000（image） 

地形図 1：200,000 
新規出力：8,500（A1/A0） 

在庫：4,000（A1/A0） 
30,000（image） 

地形図 1：500,000 
新規出力：8,500（A1/A0） 

在庫：3,500（A1/A0） 
30,000（image） 

アビジャン周辺編纂図 1：50,000 8,500（A1/A0） 100,000（image） 

アビジャン周辺編纂図 

（Dabou-Gd.Bassam） 
1：50,000 34,000（A0+） 160,000（image） 

行政区分図 - 

A4：2,000（district）~ 

3,500（sous-préfecture） 

A1/A0：5,085（district）~ 

8,500（sous-préfecture） 

35,000（image） 
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ガイドマップ（アビジ

ャン） 
1：25,000 

等高線無：10,000（A1/A0） 

等高線有：20,000（A1/A0） 

等高線無：60,000

（image） 

等高線有：80,000

（image） 

道路地図 1：800,000 
500（A4） 

14,000（A0+） 

3,000（image） 

42,000（image） 

1,000,000（shape）

 

（2）地形図販売額の推移 

CCT における 2008 年から 2013 年（6 月 10 日現在）までの過去 5 年間の地形図・主題

図販売実績（月別）を示したものが図２－４である。 

コートジボワールの会計年度は 1 月 1 日から開始されるが、月別の販売実績の傾向に変

化はない。CCT の年間販売総額は、これまで 1,000～1,500 万 F CFA で推移してきたが、2012

年より総額 2,000 万 F CFA を越えた。SACM-CP は、2013 年度上半期の販売実績から同レ

ベルの販売予測を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－４ 2008 年から 2013 年 6 月までの月別地形図販売額の推移 

 

（3）地形図の販売実績 

上記のとおり、2012 年以降、国内が安定化し、さまざまな開発ニーズの高まりにより地

形図や主題図の需要が高まり、2013年 6月時点でも同様の傾向を示してきた。図２－５は、

2012 年の個人・法人別の地形図・主題図の販売実績額を示したものであるが、各製品にお

いて他機関を含む法人顧客が 8 割以上のシェアを占めている。 

法人顧客の主要グループは、地籍を含む測量業界、鉱工業・エネルギー関連業界、国防

機関である。図２－６は、2013 年度上半期の主要ユーザー別の地形図販売実績を示したも

のである。縮尺 1：5 万と 1：2 万の地形図が半数以上の販売数であった。 
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図２－５ 2012 年度の個人・法人別地形図販売実績額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－６ 2013 年上半期の主要顧客別販売実績額（左）と地形図別販売数（右） 

 

２－４ CCT 職員の技術水準 

CCT が保有する技術レベルについてギャップ分析の結果は以下のとおりである。 

 

２－４－１ 測地測量技術 

この技術領域は SCDT が担当し、開発用地の位置や面積の確定や地籍登録の技術支援等のた

めの GPS 測量や多角測量業務を行っている。 

準拠測地系について、さまざまな機関がそれぞれの測地系を使用することで発生する混乱を

排除するため、2012 年にフランス統治下で採用されていた測地系（CLARKE1880）から世界測

地系（WGS84）に国内統一が決定された。そこで、世界測地系に準拠した測地網の再整備が急

務であり、NASA の支援によりヤムスクロで設置した電子基準点を含む 1 等測地網は完了した

が、都市計画や地域開発に必要となる 2 等並びに 3 等測地網の整備が予算、機材の絶対的な不

足から遅延している。 

水準測量に関しては、フランス統治時代に IGN が整備した水準網を盲目的に活用しているが、

水準原点や亡失箇所等情報がない状況である。そのため、水準網のインベントリー調査や再点
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検が急務である。 

 

２－４－２ 写真測量技術 

本技術領域は STDA が担当しており、大規模な作業としては 1985 年に撮影の航空写真を用

いて縮尺 1：5,000 の既存地形図のアナログ図化更新を 1989 年まで行った。デジタル図化機の

導入後、小規模なデジタル解析・図化作業を行っているものの大規模面積の更新作業の経験は

有していない。 

2011 年の騒擾による機材の盗難後はデジタルステレオ図化機がないため、衛星画像を正射投

影化した画像からデジタイズする手法による平面の更新を行っている。 

航空写真撮影に関しては、CCT は SCDT 所管の下、航空機を 1 機（NAVAJO Chieftain PA31-350）

を保有している。直近の撮影経験は 2009 年であり、現在はエンジン部分のモーターが故障し

たため修理中である。搭載カメラは、RC10 であるが故障で使用不可能の状態である。 

 

２－４－３ 地形図編集・編纂技術 

この領域は、SRCPD が担っており、ユーザーニーズに沿った各種の主題図や編纂図を作成し、

頒布を行っている。各種の主題図作成には、フランスの地図編纂ソフトウェア DRY2.5.5 を用

いて作業を行っている。地図編集には ArcGIS も使用されている。 

地形図編集や編纂に盛り込む項目については、CCT の図式規定や仕様がないために既存地形

図を踏襲している。そのため昨今の多様なニーズに的確な対応が困難であることから、各種規

定や仕様の標準化を決定し、文書管理することが急務である。 

 

２－４－４ 地形図印刷技術 

SIBD は CCT が保有する唯一の大判インクジェットプロッタで地形図や主題図を複製し、頒

布している。オフセット印刷による複製技術は、IGCI 時代にはオフセット印刷機を有していた

が現在はない。 

出力環境は、CCT 内の作業のためのプロッタ出力による印刷と販売用印刷ともに同じプロッ

タで行っているために、需要が高まると頒布に時間を有する状態が発生し、サービス面での課

題が露呈している。 

 

２－４－５ GIS 技術 

GIS 技術に関して、ユーザーニーズの需要の高まりと技術革新への対応から SASIG を新設し

たが、基本的な活用としては地図編集、図面出力用としての利用が中心である。 

CCT が販売する GIS データ構造を確認すると基本的にデータ変換が主体でデータ構造の構

築には至っていないのが現状である。GIS を用いたデータ解析や解析可能な地理情報としてデ

ータ構築に関して実務経験が乏しく、職員のデータベースやデータ構造化技術の能力向上が求

められる。そのため、地形図データから GIS データ化や地理情報データ化への構造化技術につ

いて、さらなる理解が必要である。 
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図２－７ 1～2等基準点網 

２－５ 機材・施設の現状 

CCT が保有する機材や施設の状況をまとめると以下のとおりである。 

 

２－５－１ 測地網の整備状況 

（1）国家測地基準系 

国家測地基準系について CCT の沿革で述べたとおり、アナログ時代はフランス IGN が

植民統治下で採用していた CLARKE1880 楕円体と UTM で更新作業を行ってきた。その後、

国家指針が定まらない状況下での GPS 技術の普及にともない、コートジボワール国内公共

事業やそれを請け負う民間測量業者による GPS 測量業務が常態化した。その結果、測地理

論の正確な理解がないままに測地基準系をそれぞれの業務で決めたため、作成された地形

図を既存地理情報に統合すると整合性が取れない現実に直面した。 

こうした状況下、2012 年 6 月に地理情報分野の主要ユーザーである経済財務省、建設住

宅衛生都市計画省等が一堂に会して、地理情報セミナーが開催された。そこで、今後のデ

ータの利活用を簡便なものにする目的から一般的に普及する GPS 測位に適合する世界測

地系の WGS84 を統一測地基準系として採用することが合意された。 

これにより、都市部と農村部の土地の近代化を推進し地籍登記を急務とする経済財務省

税総務局・地籍局の依頼を受け、CCT は WGS84 に準拠した地籍測量用の 2 等基準点網で

ある DCF （Délimitation de Circonscription Foncières）の整備を行っている。なお、1 等基

準点網や 2 等基準点網については CCT は 1990 年後半から WGS84 への移行作業に着手し

ている（表２－３参照）。 

 

（2）測地基準点網 

CCT は、1997 年からカナダの IGN の技術支援に

よりコートジボワール全土を網羅する基準点網の

改修と再整備を行った。2008 年からこの基準点網

に基づき、2 等基準点網の改修整備を実施している。

現在も改修作業は進行中であるが、地籍用境界画

定を目的とするもうひとつの 2 等基準点網の整備

を優先的に進めているため、改修整備終了のめど

は立っていない。 

本格調査の対象となるアビジャン圏においては、

1,100 点あるべき 3 等基準点網（図２－８）のうち

半数が未整備の状況である。なお、この 3 等基準

点は 2 等基準点から直接取り付けず、1km（農村部

は 5km〉ごとに設置することになっている。この

独立した高密度網の考え方は、平面精度の向上よ

りむしろ都市部の高さの精度を向上するためのものと推察されるが、ほぼ全点に水準点か

ら直接的に高さ情報を付与されていないものと考えられる。 

水準網は、1963 年にフランス IGN がアビジャン港の験潮所の平均海水面を水準原点と

して幹線道路沿いに整備された。験潮所は当時フランス水路局が設置し、現在はアビジャ
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ン自治区水路測量局が管理している。亡失点の復旧や新点の設置に関しては、必要に応じ

て実施することになっているが、具体的な計画はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－８ 3 等基準点網（左）と水準点網（右） 

 

表２－３ コートジボワールの基準点・水準点網一覧 

基準点クラス ネットワーク名 内 容 

1 等基準点 

コートジボワール測地

基準点網（Réseau 

Géodesique Ivorien de 

Référence：RGIR） 

1997/98年からカナダの測地局と協働で GPSを用

いて整備を開始した。配置間隔 100km ごとであ

り合計 43 点ある。 

2 等基準点 

コートジボワール国家

測地網（Réseau 

Géodesique Ivorien 

Operationel：RGIO） 

2008/9年から RGIRを参照しながら今なお整備を

行っている。配置間隔は 20-25km ごとで、合計

716 点のうち 506 点が整備されている。 

境界確定点（Délimitation 

de Circonscription 

Foncières：DCF） 

2012 年から作業を開始した。土地登記用の境界

を目的として RGIR を参照しながら行政界に沿

って 20-25km ごとに配置し、合計 210 点（正確

には危険地帯に 1点あり 209点）整備されている。

3 等基準点 

アビジャン市及びその

周辺部の新測地網

（Nouveau Réseau 

Géodesique d'Abidjan et 

ses Environs：NRGAE）

2012年より作業を開始し、アビジャン周辺に 1km

間隔そして農村部は 5km 間隔に埋石設置した

1,100 点のうち 576 点の計測が終了している。 
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水準点 

水準網は、1963 年の IGN により約 3,000 点が幹

線道路沿いに整備されが、半数以上は亡失してい

ると判断されている。計画的に調査はなされてい

ないが、ハンディ GPS で確認作業を必要に応じ

て実施している。水準原点はフランス水路局によ

りアビジャン港に設置されており、現在はアビジ

ャン自治区水路測量局が管理している。 

 

２－５－２ 保有機材の状況 

CCT の保有機材について、質問票や各サービスユニットとのヒアリング調査を通して確認し

たものは下記のとおりである。 

 

（1）測地測量用機材 

主として屋外で試用する機材として GPS、水準儀等が挙げられる。 

2 周波 GPS に関しては、現在 1 台故障したため、アビジャンには修理ができる代理店が

ないためにダカールの修理工場まで輸送し修理を行っている。さらに、西部の Soubré で開

発中の大規模ダムプロジェクトへの参加要請のため、残る 5 台に加えて 5 台レンタルして

フル稼働している状況である。 

水準儀についても同様で、ダムプロジェクトによる水没エリア特定のため、現在ダム現

場で稼働中であるが、そのうち 1 台故障との情報があった（表２－４）。 

 

表２－４ CCT が保有する測地測量用機材一覧 

機 材 型番等 取得月 数量 

2 周波 GPS GPS sytem1200 2009 6 

1 周波 GPS SR20 2009 16 

GPS 解析ソフト LGO8.2 2012 1 

水準儀 NAK2 1997 2 

ハンディ GPS 
eTREX20 

eTREX30 

2012 

2012 

18 

22 

 

（2）写真測量用機材 

CCT では、アナログ図化機からの移行を既に行っており、LEICA をベースとした ERDAS 

IMAGINE をコアとするオルソフォト作成ソフトウェア（OrthoBASE Pro）や空中三角測量、

ステレオ図化等のソフトウェアによる三次元解析を行うキャパシティを有していた。しか

しながら、2011 年の騒擾による強奪により、現在デジタル図化機は所有してない。フィル

ム用のスキャナーも保持していないことからも、アナログ航空写真をデジタイズして大容

量の解析空中三角測量を経て、数値ステレオ図化への生産ラインとしてはまだ確立してい

なかったと思料する。 

 

（3）地図編集・編纂並びに GIS 用機材 

CCT が保有する本作業用機材は表２－５のとおりである。 
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既に述べたが、CCT ではフランス製の地図編纂用ソフトウェア Dry を用いて作業を行っ

ている。また、GIS ソフトウェアでは ArcGIS が配備されているが、地形図更新の地図編

集のために稼動している。 

GISやシステム開発を主業務として新設した SASIG が使用している GISソフトウェアは、

PMMAP、MAPserver 等のオープンソース地理情報システム（Geographic Information 

System：GIS）を何とか駆使してシステム開発を行っているのが現状である。 

 

表２－５ CCT が保有する地図編集・編纂用機材一覧 

機 材 型番等 取得月 数量 

地図編纂用機材 Dry2.5.5 不明 5 

地図編集用機材 

GIS 用機材 
Arcview10.0 2012 8 

 

（4）地図複製・印刷用機材 

大判インクジェットプロッタは、CCT に 1 台しか保有していないために、作業、納品並

びに販売のための出図でフル稼働している状況である。 

ファイルサーバーシステム（写真参照）、CCT が保有するすべてのアーカイブデータを

管理しているため容量不足及び処理スピード不足の状態である。大判スキャナーが老朽化

しているばかりでなく A0 が縦に入らないため仕様に制限があるとのことであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 スキャナー サーバーシステム 大判プロッタ 

 

２－６ 地形図整備・活用の現状 

CCT では、各種の地理情報を取り扱っているが、CCT の任務としては、基準点の統一（WGS84）、

地形図の統一（UTM30N 投影）、各種主題図の作成及びすべての地理情報の管理が義務づけられ

ている。特に、縮尺 1：5,000 地形図より小縮尺の地形図の維持管理は CCT の責務となっている。 

近年は、国内の安定と復興から各種インフラの再整備やコミューン単位での開発のため、1：2

万 5,000 のガイドマップや 1：20 万の地勢図が活用されている。 

現在 CCT では表２－６のとおりの地形図が整備されている。 
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表２－６ 地形図の整備状況 

縮尺 内容 媒体 備 考 

1：500,000 地勢図 Data/Print コートジボワール全国をカバー 

1：200,000 地勢図 Data/Print コートジボワール全国をカバー 

1：50,000 地形図 Data/Print 現在 Clarke1880 から WGS84 に変換中 

1：25,000 主題図 Print 各都市及びコミューン別に Guide Map

として作成され販売されている。 

1：10,000 都市計画図 Data  

1：5,000 都市計画図 Data/Print  

 

比較的活用されているのは、1：20 万の地勢図及び 1：5,000 の都市計画平面図が現在内乱の復

興期に各セクターで利用されている。 

1：5,000 の既存データは、高さの情報がないために、現在同時進行中の JICA プロジェクトで

ある、「大アビジャン圏都市整備計画策定プロジェクト」において、交通計画や人口統計による

各種解析の基礎データ地図に限定して利用されている。 

 

２－７ GIS 整備・活用の現状 

CCTにおける GIS整備は大縮尺のデータは完全に GISデータとして整備されておらず出力して

活用されている状況にすぎない。GIS データの基本情報（GIS 基盤データ）を示すメタデータも

存在しない。主要地形図ユーザーが利用しているのは縮尺の 1：1 万より小縮尺のデータを利用

している。 

地形図データや GIS 基盤データについて、地形図データ及び GIS 基盤データの利用側から情報

を得るために、主要ユーザーである以下の 4 機関にヒアリングを行った。 

 

（1）経済財務省地籍局 

1）役 割 

地籍局には大きく 3 つの役割がある。 

・ 地籍図の作成（中・大縮尺は CCT、住宅・居住情報は建設住宅衛生都市計画省地図局

と共有する。また、1：2,500 以上の大縮尺地図作成役割は、現在委託して整備） 

・ 土地所有に関する情報管理（区画や所有を明確にする） 

・ 徴税（不動産税として自治体が地方税を得られ、貧困削減に寄与する） 

 

以上の役割を担うなかで、地理情報分野として、①技術者や十分な予算・資金がないの

で民間測量会社への委託が増大すること、②精度の高い地形図がないため、土地登記の際、

隣地との不整合が発生してしまうこと、③高さ情報がないために平面図のみで管理せざる

を得ないことが課題として内在している。 

 

2）地理情報を用いた地籍管理システム 

自国資金で GENESYS 社に委託して AUTODESK 社製品をカスタマイズした土地台帳管

理システムを運用している。これはアビジャン自治区内の 10 コミューンを対象として土



 

－21－ 

地の所有者、区画番号、徴税番号（NCC）のいずれかの情報でその土地の詳細な情報を検

索することが可能である。 

    

① システムで管理している情報 

・ 徴税状況図（未払い、1％以上 50％未満支払い、50％以上 100％未満支払い、100％

支払い） 

・ 土地ごとの徴税金額図 

・ 写真情報（土地に建造されている家屋のスナップ写真） 

・ 氏名、面積、徴税番号、パーセル番号 

② 地図諸元：CLARKE1880 楕円体、UTM 投影 

③ 建物ではなく区画で管理している。 

 

3）現在実施中のプロジェクト 

1,100 点の 3 等基準点の設置を CCT に委託し、座標変換を含めた新測地系（WGS84）へ

の移行の準備調査を行っている。 

 

（ 2）建設住宅衛生都市計画省（Ministère Construction du Logement de l’Assainissment de 

l’Urbanisme：MCLAU） 

アビジャン圏の都市計画を担う地形図や地形図データのユーザとしての意見は以下のと

おりである。 

 

1）品質の高い地図への要望 

よりよい都市計画の策定には品質の高い地理情報が重要となる。長期的視点に立った場

合、マスタープランの策定では詳細地形図の必要性はないが、詳細計画ではリハビリ、開

発地区の特定等で詳細地図が必要不可欠になる。そのため本格調査の成果は、これらの実

現に寄与できるものと期待している。 

 

2）GIS による都市計画管理システム 

従来からアナログ地図で施設の管理を行っているため、土地の分配等の事例が生じた場

合に、図面の修正について迅速に対応できないので、将来特定地域（工業用地）の所有者

を管理する地理情報のデジタル化の整備を計画している。 

 

3）地籍管理について 

地籍情報のベースとなる情報を調査・作成し承認する。承認後はすべての情報は経済財

務省へ引き渡される。ここでは大縮尺の土地利用区分を作成する。一方、経済財務省の主

目的は地籍のための土地区画区分であり、そのため申請者の用途で誤差が生じる問題がし

ばしば発生される。したがって 1：2,500 レベルの GIS 基盤データがあれば、そこに地籍情

報を追加した GIS データを整備し適切に管理していきたい。 
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4）都市開発における優先エリア 

コミューンの優先度はないが、アビジャン都市部から周辺地区への都市の成長が進んで

いるために、現在は周辺部への優先度が高くなっている。特に、アビジャン自治区の東の

ジャックビルは将来アビジャン首都圏に含まれる予定である。北側のアザギエ、西のグラ

ンバッサム等の周辺部の重要性が増加している。 

 

（3）建設住宅衛生都市計画省地図局（Direction de la Topographie et de la Cartgraphie：DTC） 

地図局の役割と課題は次のとおりである。 

 

1）地図局の役割 

地図局は技術部門であり、総勢 30 名が在籍しており、そのうち 4 名のエンジニアと 23

名のテクニシャン、3 名の管理部門で構成されている。 

以下の 3 業務を実施している。 

・ 大縮尺図面の地上測量 

・ 大縮尺地形図の作成 

・ 図面の検査・承認 

 

通常は、都市計画用の土地利用区分図を地上測量により作成している。縮尺は、居住地

では 1：2,000、そのほかは 1：1,000～1：3,000 の縮尺の地図を使用している。そのほかに

境界線の確定業務にもかかわっているが、保有機材が乏しいために、通常民間測量会社に

委託して測量する。境界確定では現場の状況をモニタリングし、計画との整合性に関する

基礎データを作成し、地籍台帳局にその成果を提供する業務がほとんどである。 

 

2）地図局の課題 

GPS1 台とトータルステーション 2 台しか所有していないため、民間会社に委託する結

果となっている。基礎的な技術部門であるため、高度な解析等に必要なソフトウェアや測

量機器の重要性を予算申請するがなかなか理解を得られない結果となっている。 

 

3）地理情報を用いた地形情報や地物管理の有無 

GIS システムは現在使用していないが、1：2,500 の地図データが整備されると、アビジ

ャン全体の地理情報の統一や一元管理が可能となるので期待している。 

 

4）行政界について 

アビジャン圏は 1985 年の法律で定められた。それゆえに現況にはそぐわないケースが

散見しているため、境界線の修正作業が急務である。コミューン界修正が必要となった場

合には、CCT や地図局ではなく内務省地方分権化局が管理しているため、BNETD を巻き

込み協力関係が必要となる。 

 

（4）アビジャン自治区技術総局 

アビジャン自治区技術総局には 6 部門があり、以下に各部門の本格調査へのニーズは下記
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のとおりである。 

なお、アビジャン自治区は、既存の開発戦略は 2007 年策定のもので既に対応できない状

況（国土の 0.7％に人口分布が 28％で 80％の工業地帯を有し、さらに増大している）が発生

しており、現在新たな開発戦略の策定作業を進めている。 

    

1）インフラ整備課 

基本的に道路管理を行っており、幹・支線道路や舗装・未舗装道路の区分は交通計画で

非常に有用である。縮尺 1：2,500 の地形図は土地区画管理に活用でき、新規の Addressage

では道路名称管理が可能となるので期待している。 

 

2）都市計画・住居課 

アビジャン自治区は毎年成長増大しており、東西方向に拡張しているが、実情を全く把

握できていない状況である。新規の地形図により居住空間の配置計画の検討が可能となる。 

 

3）環境持続可能開発課 

アビジャン自治区は 300～500km の沿岸地域を有しており、降雨時に廃棄物や汚水がラ

グーンに流れ込み、衛生上の問題が深刻となっている。高さ情報をもつ地形図があれば、

廃棄物の現状分析を行うことができる。さらに、発生の対策のみならず、ごみの処理管理

や予防の啓発活動も可能と考える。また、エリア別の特定の疫病発生の解析も期待できる。 

 

4）公園管理局 

都市内の緑地空間管理を行っているが、近年緑地の価値が向上してきており、都市計画

のなかで緑の配置計画が重要なテーマになっている。 

 

5）市民保護課 

次の 3 つが自治区の課題であるが、自治区の意思決定に役立つものと思っている。 

① リスクゾーンの明確化（洪水や土砂崩れ等の自然災害予防） 

② Addressage の課題対策（どこでどういう事項や事件が発生したか） 

③ 危険リスクが把握できればハザードマップをつくって支援できる。 

 

6）衛生下水道課 

下水・排水管理がアナログ的で問題が起きてから対応している状況であり、特定できな

い状況である。 

 

２－８ 他プロジェクトの動向 

上述したとおり、他ドナーによるプロジェクトはフランス開発庁等でさまざまな計画はあるも

のの具体的に実施中のプロジェクトは、JICA が実施している｢大アビジャン圏都市整備計画策定

プロジェクト｣である。 

当該プロジェクトの C/P 機関は、建設住宅衛生都市計画省であり、2013 年 2 月～2014 年 10 月

の約 20 カ月間で終了する予定である。 
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本件で策定する大アビジャン圏都市計画マスタープラン（土地利用区分や道路ネットワーク）

に必要な地理情報データ（CCT の既存の 1：5,000 地図データとその外周部の約 750km2 の範囲の

新規に作成する 1：1 万の地図データ）を整備し、各種都市計画に必要な現況分析及び都市交通

ネットワーク解析等に使用される。 
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第３章 本格調査への提言 
 

３－１ 地形図作成計画 

本調査は、2013 年 6 月に合意された R/D に基づき実施する。調査期間は 24 カ月をめどとする。 

CCT では内乱のために 2009 年以降は、航空写真撮影を実施していない。本プロジェクトをカ

バーする既存の航空写真は、フランス IGN が 1985 年に撮影し、その航空写真より写真測量法に

より既存の 1：5,000 の地形図を作製した。 

その後の経年変化修正は 2009 年の高解像度衛星画像により部分的な修正を施しており、既に

経年変化の激しい首都圏ではその修正が追いつかない状況となってきている。また基準点を使用

して解析空中三角測量を実施していないために、地図のゆがみやひずみが生じている状況である。 

したがって、本格調査では航空写真測量の方法より、新たに 1：2,500 の地形図を作成すること

が CCT からも期待されている。 

本格調査での地形図及びオルソフォトの作成は以下のとおりである。ただし、既に開始されて

いる建設住宅衛生都市計画省を C/P とする「大アビジャン圏都市整備計画策定プロジェクト」で

は、1：1 万の地図データ及び GIS データを作成している。都市計画の詳細計画時にはさらに大縮

尺の詳細地形図が必要となる。したがって、その詳細地形図と本プロジェクトで作成する 1：2,500

デジタル地形図との整合性をつけ、活用できる情報及び成果について十分考慮し、本格調査の指

針となるように留意する。 

 

（1）整備データの縮尺及び数量 

本格調査における成果品とその数量は表３－１のとおりとする。 

 

表３－１ 各成果品の縮尺や数量 

成果品 縮尺 面積 成果品のスタイル 

航空写真撮影 

1：10,000 

～ 

1：15,000 

1,050km2

～

1,580km2

航空写真デジタルデータ 

GPS/IMU データ 

その他（撮影面積は左記をめどと

する） 

標定点測量  1,500km2 GCP 観測結果成果（基準点、水準

点）約 70 点を想定する。 

地形図 1：2,500 500km2

デジタルデータ 1 式（CAD、PDF、

SHP） 

プリント 1 式 

中間成果品   空中三角測量成果、測量成果 1 式 

オルソフォトデータ 1：5,000 550km2 デジタルデータ 1 式 

報告書及び精度管理

表、その他の資料 
  

報告書及び精度管理表 1 式及びそ

の他の資料 
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（2）作業工程 

本格調査の作業工程は以下のとおりである。 

それぞれの工程では OJT による技術移転が含まれる。また新技術及び新機材を使用する工

程では、トレーニングだけではなく精度管理の技術移転が含まれる。 

    

① 資料作成・計画・準備 

② 測量基準及び図式等の協議 

③ 対空標識の設置 

④ 航空写真撮影 

⑤ 標定点測量 

⑥ 水準測量・刺針 

⑦ 空中三角測量 

⑧ DEM・オルソフォトの作成 

⑨ 現地確認調査 

⑩ 数値図化 

⑪ 数値編集・記号化編集 

⑫ 現地補測・補測編集 

⑬ 構造化編集 

⑭ GIS 基盤データの整備と GIS の活用 

⑮ データファイルの作成・出力 

⑯ 精度管理 

⑰ 納品成果及び報告書作成 

⑱ セミナー・ワークショップの開催 

⑲ JCC の開催 

 

（3）工程の詳細内容 

各工程の内容は以下のとおりである。 

 

1）資料作成・計画・準備 

関連資料を入手し照査し、既存の地形図、基準点成果、撮影許可等の関係資料を CCT

から入手し整理したうえで技術基準及び技術仕様等について検討する。 

開始時のインセプションレポートは JICA の承認を得る。 

 

2）測量基準及び図式等の協議 

調査団は、標定点測量をはじめとする各作業における基準及び事前に日本国内で準備し

た図式及び適用規定（案）、インセプションレポート（案）を説明し精度管理を含めて、

CCT と協議し合意を得る。 

 

3）対空標識の設置 

航空写真撮影に先立ち、必要に応じて標定点に対空標識の設置を行う。撮影縮尺との関
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係でそのサイズは考慮しなければならない。 

 

4）航空写真撮影 

撮影に先立ち CCT の協力の下、国立民間航空機関（Autorité Nationale de l’Aviation 

Civile：ANAC）に撮影及び飛行許可申請を提出し、許可を取得することが必要である。 

CCT はアナログカメラ（RC10）を搭載した航空機により航空写真撮影を行っていたが、

現在は航空機とカメラともに不具合が生じているため、撮影できない。今回実施する航空

写真撮影はデジタルカメラを使用して、国外の民間会社への撮影業務を再委託する。 

 

5）標定点測量 

GPS による（航空写真測量に使用する）標定点（Ground Control Point：GCP）を設置す

るために、CCT が所有する基準点成果を活用する。 

地上測量は平面の基準点と高さの基準点を観測する方法で精度が確保できるよう配点

計画を作成して現地にて GCP を観測する。 

対象地域では 1km ごとに既存の基準点 1,100 点（NRGAE）が配置されているが平面の

みの点が多いため、それらの点の検測と高さの取り付けを本格調査に必要最低限の基準点

の整備も兼ねて行うこととする。 

 

6）水準測量・刺針 

水準儀を利用して高さの基準点を設置した場所は、航空写真の上で明瞭に特定できる所

で水準測量の固定点を設置し、点の記に整理する。直接水準測量は既存の水準点の検測を

事前に実施し、使用可能であると判断したものを利用する。 

 

7）空中三角測量 

数値図化機を使用して、デジタル空中三角測量ソフトにより数値図化で必要なパラメー

タを求める。 

CCT はアナログ空中三角測量を実施していたため、空中三角測量の一般理論よりも新規

ソフトウェアを用いたトレーニングと精度管理に焦点を当てた技術移転を想定する。 

 

8）DEM・オルソフォトの作成 

空中三角測量及び航空写真モデルでステレオマッチングにより数値標高モデル（Digital 

Elevation Model：DEM）〔または数値表層モデル（Digital Surface Model：DSM）データ〕

を作成し、DEM から縮尺 1：5,000 のオルソフォトを作成する。オルソフォト作成と精度

管理を技術移転で実施する。 

 

9）現地確認調査 

CCT の C/P と合意を得た図式規定（案）に基づき、1：2,500 地形図作成に必要な表現内

容のうち、数値図化で写真判読できない項目を現地にて調査・確認し、その結果を簡易モ

ザイク写真及び調査データとして整理する。対象面積は縮尺 1：2,500 の地形図作成範囲の

500km2 とする。 
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10）数値図化 

写真測量用ステレオ数値図化機に空中三角測量で得られたパラメータ及び写真データ

を入力し、図式規定（案）に基づき、ステレオ計測で必要な地物を取得する。取得時に生

じる疑問点は現地補測調査時の調査対象としてリスト化する。 

 

11）数値編集・記号化編集 

現地作業で取得した項目を図式規定（案）に基づき、取得データを編集する。疑問点は

現地補測調査時の調査対象とする。数値編集が終了したデータファイルを現地補測に使用

するための記号化を行う。 

 

12）現地補測・補測編集 

数値図化及び数値編集において生じた疑問点を現地にて確認して明確にする。また、経

年変化や行政界等のデータ資料も入手する。現地で収集及び整理した補測結果を基に編集

データに加除訂正を施す。作業量は 500km2 とする。 

 

13）構造化編集 

GIS 基盤データの属性ごとにデータ構造の基準に従ってデータを構造化する。 

技術移転に関しては、構造化編集は CCT の認識が一番不足している技術であるためデ

ータベースの概論を含め基礎的な部分から精度管理に至るまで理論とトレーニングの実

施を行う。 

 

14）GIS 基盤データの整備と GIS 活用 

構造化編集が終了したファイルに各種の属性情報を付与し GIS 基盤データを整備する。 

 

15）データファイルの作成・出力 

編集が終了したデータファイルは PDF ファイルを作成する。最終成果として CAD デー

タ及び SHP データ、オルソフォトデータを記憶媒体に記録する。作業量は地形図範囲

500km2 及びオルソフォト範囲の約 550km2 とする。 

 

16）精度管理 

デジタルマッピングの一連の品質管理を実践的に行うために、下流（データを受ける工

程側）から上流（データを引渡す側）を評価するプロセス管理の手法を取り入れる。 

各工程で、精度管理を行い精度管理表に取りまとめる。 

 

17）納品成果及び報告書作成 

上記の成果及びインセプションレポート、インテリムレポート、ドラフトファイナルレ

ポート、ファイナルレポートを取りまとめ、記録媒体に格納するともに、必要部数を JICA

に提出する。 
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18）セミナー・ワークショップの開催 

本格調査では、セミナーとワークショップの開催を想定する。セミナーでは本格調査の

成果や各工程で実施した技術移転の結果について外部に発信することで広くユーザーに

認知され、利活用を促進することを目的とする。ワークショップはプロジェクト実施中に

CCT 内での技術的な意見交換を主目的としたものとする。 

 

19）コーディネーティング・コミッティの設置 

アビジャン首都圏にかかわる開発アクターにとって縮尺 1：2,500 の地形図のニーズは高

い。本格調査で作成される地形図データ及び GIS データ（地理情報基盤データ）に関する

コーディネーティング・コミッティ設置を想定する。 

 

３－２ 地形図整備上の条件 

本格調査で作成する地形図の測量の体系及び実施条件は以下のとおりである。 

 

３－２－１ 測量体系 

本調査で準拠する測量諸元は表３－２のとおりとする。 

 

表３－２ 準拠する測量諸元 

諸元 内 容 

回転楕円体 WGS84 

投影 
UTM ゾーン 30 北緯 （横メルカトール投影 30 ゾーン北：

UTM30N） 

測量単位 メートル法 

基準点 既存の基準点及び新設標定点測量を実施する（本格調査範囲内）。

水準点 

既存基準点の標高値がない場合は、既存水準点同士を検測し、直

接水準測量により、既存基準点に高さデータを取り付ける。（本格

調査必要範囲内） 

航空写真撮影 地上解像度 20cm 以内で航空写真をカラ―撮影する。 

撮影範囲 

航空写真撮影範囲は上記の 1：2,500 地形図及び 1：5,000 のオルソ

フォト作成範囲を包含しつつ、自然条件を考慮して適切な範囲を

設定する。なお、約 1,380km2 の既存 1：5,000 の地形図データ範

囲の経年変化修正が未完了であるため、その範囲について調整す

る必要がある。 

 

空間情報 
数値図化 3 次元データ取得 

数値編集 2 次元データ編集（等高線・単点は高さの属性所有） 
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３－２－２ 実施条件 

本調査を円滑に実施するためには以下に示すさまざまな条件が必要となる。 

 

（1）飛行制限区域の確認 

航空写真撮影に先立ち、飛行制限区域の情報を収集し、撮影許可と同時に撮影計画、飛

行ルート等の詳細な情報を CCT と協力し、関係機関と調整・確認する。 

 

（2）航空写真撮影許可の取得 

航空写真撮影に先立ち、調査団、再委託撮影会社及び CCT との協力態勢で、撮影範囲

撮影機、撮影スタッフ、飛行ルート並びに撮影計画等の航空写真撮影許可を得る。 

 

（3）地形図等測量成果の国外持ち出し許可 

撮影結果、地上測量結果、現地確認調査結果、現地補測結果等の中間成果品の国外持ち

出しに関して CCT と調整する。 

 

（4）成果の著作権（使用権） 

成果の著作権に関しては既に CCT とで合意しているが、正式な地形図に記載する文章

ともインセプションレポート提出時に記載する。 

 

（5）交通の状況 

対象地域はラグーンに囲まれたアビジャン首都圏で、通行可能な橋梁が 2 本のみのため、

慢性的な交通渋滞が生じており、フィールドワークを実施するには現地に進入するための

時間や場合によっては前日から宿泊等の可能性も考慮して地上測量の計画を立てること

が肝要である。 

 

（6）安全性 

アビジャン市内では一部の地域で日本人のみの立ち入りが制限されている。そのため、

GCP 観測・水準測量・刺針、現地調査及び現地補測は C/P が実施する可能性が十分考えら

れる。事前に進入経路や JICAの安全管理マニュアルに基づく移動の方法を十分考慮する。

また、CCT がその出張費を予算計上し、BNETD への予算請求が必要となることを考慮す

る。 

 

（7）CCT の便宜供与と事前開始連絡 

調査団の現地調査に先立ち、実施条件の（1）～（3）に関する各種許可申請の手続き、

GCP 観測、水準測量に使用する機材の免税手続き及び引渡しなど、地上測量、現地確認調

査、現地補測等の業務を CCT の便宜供与に関する協力が必要であるため、あらかじめス

ケジュールについて連絡する。 

 

（8）ローカルコンサルタントの現状 

地形図作成の経験は CCT しか有していないが、地上測量の技術を有する民間会社は約
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30 社程度存在する。必要に応じて雇用する場合には、その技量を十分精査する。 

 

（9）CCT の自助努力を促す計画 

CCT は今回技術移転された機材、ソフトウェアを利用して自助努力で、1：2,500 の地形

図、1：5,000 のオルソフォト作成、既存の 1：5,000 地形図の経年変化修正等を行うことを

言明しているため、CCT の自助努力をバックアップするための計画を作成し実施していく

ことが肝要である。 

 

（10）コートジボワールの物価情報 

コートジボワールの物価情報は表３－３のとおりである。 

 

表３－３ 基本的な物価情報 

650F CFA＝130 円/ユーロ 
1CFA＝0.2 円 

品 目 価格（F CFA） 価格（円） 条件 その他 

車両関係   

レンタカーA 140,000 28,000 4wd Daily（運転手、残業）

レンタカーB 2,500,000 500,000 4wd Monthly 

燃料費（ガソリン） 754 151 Little 2013.6.10 現在 

燃料費（軽油） 615 123 Little 2013.6.10 現在 

タクシー（市内） 2,500 500   

タクシー（空港片道） 5,000-10,000 1,000-2,000   

雇用関係   

主任技術者レベル 2,500,000 500,000 Monthly  

技術者レベル 1,000,000-800,000 200,000-160,000 Monthly  

運転手レベル 600,000 120,000 Monthly  

人夫レベル 3,000-6,000 600-1,200 Daily  

通信関係   

携帯電話シムカード 1,000 200   

携帯電話カード Orange 1,000-10,000 200-2000   

宿泊関係   

ホテル Ivotel 42,000-55,000 8,400-11,000   

Novotel 95,000 19,000   

Ivoire 184,000-249,000 36,800-49,800   

Apartment 100,000-300,000 20,000-60,000   

セミナー会場関係   

セミナー会場 Ivotel 24,000/人 4,800 200 人想定 会場、関連施設、関

連機材、備品、飲料

水、お茶、軽食、税

金を含む 

Novotel 32,000/人 6,400 200 人想定 

Ivoire 90,000/人 18,000 200 人想定 
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３－３ 機材計画 

本格調査の業務内容を遂行するうえで必要不可欠なの機材を前提として、CCT の保有機材に関

するヒアリング、要請書に基づき検討した。 

技術移転を効果的に実施するために、高さ情報を有する地形図の作成と更新に関する技術並び

に、CCT の組織強化を図るためにも、効率的に実施する技術を中心に下記の機材を導入する必要

がある。 

なお、要請書に記載があった航空撮影用カメラ、車輌、トータルステーションについては、技

術協力スキームとの整合性並びに本格調査との関連性の観点から本格調査の対象にしないこと

を CCT 側と協議を行った。 

 

（1）測地測量用機材 

1）GPS 観測機器 

本格調査で実施する標定点測量では、3 級基準点測量のため 2 周波による観測が可能な

GPS 観測機器 3 台が必要となる。 

 

2）水準測量儀 

水準網のモニタリング・点検、基準点への高さを取り付ける水準測量を実施するため、

デジタル方式の水準儀が 2 セット必要である。 

 

3）現地確認調査用機材 

現地確認調査・現地補測調査で実施する地物属性情報の収集のために、ハンディ GPS

並びにハンディデジタルカメラは実施体制（6 班を想定）に応じた個数（6 セットを想定）

が必要となる。 

 

（2）写真測量用機材 

PC、ステレオ観測装置、UPS、ソフトウェア（空中三角測量、数値図化、DEM 作成、オ

ルソモザイク、CAD、文書･集計）で構成される写真測量システムとして 1 セット必要であ

る。 

 

（3）地形図編集・編纂 

PC、UPS、ソフトウェア〔編集用 CAD、編纂（CCT が従来活用している編纂用ソフトウ

ェア DRY が望ましい）、文書・集計〕で構成される地形図編集・編纂システムとして 1 セッ

ト必要である。 

 

（4）GIS データ用機材 

PC、UPS、ソフトウェア（GIS、文書・集計）で構成される GIS システムとして 1 セット

必要である。 

 

（5）地形図複製・印刷用機材 

本格調査で作成される大容量のデータ（航空写真、中間データ、地形図成果）の効率的な
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管理・頒布可能な環境づくりが必要不可欠であるため、データサーバー、A0 版が対応でき

る大判プロッタ並びにスキャナーがそれぞれ 1 セット必要である。 

 

（6）事務用機材 

本格調査を円滑かつ効率的に業務を遂行するために、CCT が現在準備中の本格調査団用事

務所内で使用する機材として、コピー機とカラープリンタがそれぞれ 1 セット必要である。 

 

３－４ GIS 整備計画 

アビジャンの各省において GIS データを独自に利用・解析している。しかしながらそれらのソ

フトウェアはフリーソフトを使用している職員も多く、本格的な解析作業を実施できない状況と

なっている。また現状では既存 1：5,000 でも完全な GIS データではないため、部分的に家屋等の

管理はできるが、それ以外のデータによる解析作業は時期尚早である。 

そこで、本格調査では、ソフトウェアの統一を図るとともに、データの構造が点線面ですべて

のデータがレイヤー区分され、地理学的なエラーがない状況を確立する必要がある。 

また 1：2,500 という縮尺での GIS データ整備は行っておらず、各部局で小縮尺での GIS デー

タによる管理を行っている。 

したがって、本格的な 1：2,500 の GIS データを整備する前に、1：2,500 で管理できかつパイロ

ットケースとしてその範囲を限定して GISデータの整備をカウンターパート機関と協議して決定

されることが必要である。 

1：2,500 で管理できる可能性やニーズから考慮すると、土地管理局で作成している 1：2,000 の

パーセル平面図があるので、そのデータを有効利用した地籍管理のための GIS データの整備を念

頭に入れてパイロット地区を設定することが考えられる。その地籍管理に必要な情報や項目を図

式及び図式適用規定に追加することが望ましい。このことは CCT のみならず土地管理局や地図

局といった関係機関との調整やデータの有効利用及び個人情報管理の問題点も考慮する必要が

あるため、コーディネーティング・コミッティとの意見交換を含めて慎重に計画実施するための

配慮が必要となる。 

 

３－５ 技術移転計画 

CCT が短期的には地形図データの経年変化修正を適切に行い、中・長期的には地理情報データ

に関して自立した生産性の高い供給体制を有する実施機関として発展するため、調査実施を通じ

て可能な限り技術移転を図るものである。 

本格調査で実施する技術移転の内容は、CCT の技術レベルを考慮し、CCT に「ある技術」の確

認（OJT）、「必要な技術」の実施（トレーニング）、「ないシステム」の構築（協働作業）に焦点

を当て、次の 2 点に集約した効率的な技術移転を実施する。 

① 航空写真測量による高さの情報を有する大縮尺地形図の作成・更新並びに品質管理を含む

一連のデジタルマッピング技術に関する技術移転 

② 大縮尺 GIS データの利用普及に関する技術移転 

 

本格調査で実施する技術移転の項目は以下のとおりである。 
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（1）作業規程（案）、図式規定（案）及び精度・品質管理方法（案）の作成 

本格調査開始時より JICA 海外測量作業規程を参考に、縮尺 1：2,500 の地形図に必要とな

る作業規程（案）、図式規定（案）及び精度・品質管理方法（案）を作成し、CCT と協議す

る。調査実施中、必要に応じて CCT ともに追加・修正を行い、終了時までに CCT の承認の

うえ改訂する。 

 

（2）撮影監督 

調査団の監督・指導の下、デジタルカメラを用いた航空写真撮影に係る撮影計画、標定点

配置計画並びに撮影結果の精度管理について技術移転を行う。 

 

（3）標定点測量 

調査団の指導・監督の下、GPS 観測・解析、水準測量・解析並びに精度管理・刺針・対空

標識設置・ジオイド計算の手法に関して CCT 職員へ OJT 作業を通じて技術移転を行う。 

 

（4）空中三角測量・数値図化・数値編集 

CCT は、衛星画像を用いて平面の経年変化修正を行っているが、作業の規程等に準拠した

標準化された作業の経験は有していない。そこで、合意した図式規定（案）等に準拠した大

縮尺のデジタルマッピングに係る技術を体系的に習得できるよう調査団の指導・監督の下、

実践的なトレーニング形式で技術移転を行う。 

また、それぞれの工程の結果を見える化し、次工程で前工程の結果について事前に把握で

きるような品質・精度の評価・管理の仕組みを検討する。 

 

（5）現地確認調査・現地補測調査 

調査団の指導・監督の下、図式規程（案）で定められた地物や属性情報の取得項目につい

て CCT に十分なブリーフィングを行うとともに、調査結果について、次工程の編集・補測

編集作業工程で明確な理解を得られるよう取得データの整理方法について OJT 作業を通じ

て技術移転を行う。 

 

（6）GIS データ 

CCT は、地形図データを GIS データとして販売しているが、データ構造に問題があるため、

地形図データと GIS データの相違点を含めたデータベース構造に関する指導が必要である。

調査団の指導の下、データ構造化や作成されたデータを用いて GIS データの利活用のための

ケーススタディ等の実践的なトレーニング形式で技術移転を行う。さらに、他地域や他分野

への GIS データの適用可能性、GIS データ活用のための組織強化や体制等についても検討を

行い、CCT に対して提言する。 
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３－６ 本格調査対象地域 

本格調査対象地域は図 3-1 のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

図３－１ 本格調査範囲 

：1：2,500 mapping area（500km2） 

：1：5,000 orthophoto area（550km2） 
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３－７ 本格調査工程と要員構成 

３－７－１ 本格調査の詳細工程案 

本格調査の詳細工程案は図３－２の調査フロー案のとおりである。番号は３－１（2）作業

工程に準拠する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２ 調査フロー案 

 

図３－２ 調査フロー案 

②仕様競技1
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⑧DEM作成 

⑬構造化編集 
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調査 
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⑩数値図化 
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ト作成 

②仕様協議2（測量

基準） 
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３－７－２ 本格調査団の要員構成案 

本格調査団では、全体指揮及び工程管理の管理業務、調査団が担当する業務、CCT が実施す

る業務の調整、C/P 職員への技術移転、GIS 基盤データ作成及びデータ普及にかかわる任務を

遂行する。このため以下のとおりの要員構成が考えられる。 

 

・ 総括/仕様協議 ：1 名 

・ 航空写真撮影監理 ：1 名 

・ 標定点測量・対空標識設置監理 ：1 名/3 班 

・ 水準測量・刺針監理 ：1 名/2 班 

・ 空中三角測量・オルソフォト及び DEM 作成技術移転 ：1 名/2 班 

・ 数値図化・数値編集技術移転 ：1 名/2 班 

・ 現地調査・現地補測監理（2 名） ：2 名/6 班 

・ GIS データ（地理情報基盤データ）技術移転 ：1 名/2 班 

・ 業務調整（Web サイト構築、データ利活用） ：1 名 

 

（1）総 括 

調査全体の総括・指揮にあたる。 

調査で作成するデジタル地形図、GIS データ（地理情報基盤データ）の仕様について C/P

と協議しながら OJT により整備していく。 

 

（2）航空写真撮影監理 

撮影/GCP 測量計画の策定、撮影会社との契約、撮影監理にあたる。 

今回使用するデジタル航空カメラによる撮影計画・GCP 計画及び撮影会社との契約、施工

監理の実務についてノウハウを OJT により C/P に指導する。 

 

（3）標定点測量・対空標識設置監理 

縮尺 1：2,500 の地形図作成に最適な GCP 配置、必要に応じた対空標識設置の計画とその

実施を C/P とともに行う。GPS 観測は C/P が主体で行い、必要な注意事項及び精度管理を

OJT 形式で実施する。 

 

（4）水準測量・刺針監理 

水準測量に関しては、CCT は既存の水準点を利用しているが、整備状況や成果の分析を行

い必要に応じて、水準点同士の検測を実施し、既存の基準点が GCP 観測点として利用でき

る点を直接水準測量で基準点に高さデータを追加する。さらに、OJT により精度管理を行う。 

 

（5）空中三角測量・オルソフォト及び DEM 作成技術移転 

数値図化機に内蔵される 3 次元モデル形成プログラム及び空中三角測量ソフトウェアを利

用し、プロジェクトエリアを想定して成果を得るための技術移転を行う。特に結果の評価の

技術移転を C/P から望まれている。 
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（6）数値図化・数値編集技術移転 

数値図化機にステレオモデルを再現して 1：2,500の地形図データを 3次元データで取得し、

数値編集（2 次元データ）するための技術移転を行う。協議で合意された図式及び図式適用

規定に基づきパイロット地区を想定して技術を移転する。3 次元観測を経験した C/P は多い

が数値図化機や数値編集・記号化編集・構造化編集は経験が少ないために技術移転をしなが

ら独自のマニュアルを C/P が作成するよう自助努力を促す。 

 

（7）現地確認調査・現地補測監理 

1：2,500 地形図に表現される情報のうち、地名や地物の名称、行政界など、航空写真から

判読できない情報については、現地の行政機関が所有する既存の書類・地図・データまたは

現地にて確認しながら情報を収集する。これらの業務は C/P が主体で計画策定及び実施し、

OJT により調査団員が結果を管理する。 

 

（8）GIS データ（地理情報基盤データ）技術移転 

デジタル地形図データから構築される GIS データ（地理情報基盤データ）の作成、CCT に

よる外部への提供のモデルシステムとして Web サイトの構築等の技術移転を行う。GIS デー

タの基本的な構造の説明等もこの技術移転に含まれる。 

 

３－８ 本格調査実施上の留意点 

本格調査実施の留意点は以下のとおりである。 

 

（1）協議説明 

インセプションレポート、インテリムレポート等並びにドラフトファイナルレポートの提

出及び内容説明後、双方で同意のための署名を行い開始する。 

 

（2）航空写真撮影の実施 

対象地域の天候はあまり晴天日がないために、撮影開始を 2013 年 10 月～2013 年 12 月と

想定し、天候悪化のために撮影できない場合には 2014 年 3 月～4 月と想定する。その後に関

しては測量局と十分な協議を行う。 

航空写真撮影の各種許可申請は事前に CCT に開始時期を連絡し、撮影計画、撮影機種名、

撮影時期等の計画書を提出、CCT に ANAC との調整や協力要請を行う。 

アビジャンの気候は以下のとおりであるので、最適な時期を考慮して計画することが望ま

しい。 

気象局によるとアビジャンの晴天日は年間 3 日程度しかない。ただし、10 月～12 月及び 3

月～4月中旬が比較的天候が晴れる可能性が高いとのこと。1月～2月はハルマッタンのため、

上空 2,000m 付近までダストが滞留するので、上空からの航空写真撮影には不向きの時期で

ある。 
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出所：MSN 

図３－３ アビジャン年間気温雨量表 

 

（3）C/P の専属体制 

現地での調査の開始時期を開始 2 週間前に工程を CCT に連絡し、C/P の人数の確保を依頼

する。 

 

（4）体系化した作業方法や仕様に関するルールつくり 

CCTには写真測量を実施してきたが、2010年～2012年までの内乱によりほとんどの書類、

機材が消滅した。図式規定（案）に関しては、縮尺別の図式及び図式適用規定の書類はない。

そこで、事前に図式及び図式適用規定を準備し、その内容や考え方や作成方法に関して CCT

に技術移転をして決定する。 

 

（5）1：5,000 デジタルオルソフォトデータの作成 

空中三角測量に使用した基準点成果を利用して、数値図化機のステレオマッチングソフト

ウエアにより DEM を発生しその成果を利用して航空写真からオルソフォトを作成する。 

 

（6）技術移転 

技術移転は CCT よりできるだけ早く機材を導入し、早期に数値図化からの一連の写真測

量業務を実施できるよう要望があり、調査団としては早期に機材を導入することを留意する。 

 

（7）工程計画 

工程は開始から FR 送付まで以下のとおり約 24 カ月間を想定する。 
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図３－４ 工程計画 
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